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１．はじめに

　最近では耐震設計に側方流動の影響が考慮されるようになりつつあり，対象地域において構造物に顕著な影響を

与えるような地盤変位が発生するか否かを概略的に判定することが実務上必要とされている．このことから，筆者

らは，1m以上の地盤変位を伴う側方流動が発生するか否かを地盤条件等から簡便に判定することができないかと考

え，約100本のボーリングデータに基づき，1964年新潟地震の際の信濃川下流域の緩傾斜地盤における側方流動事例

の分析を行った1)．その結果， 地表面勾配が0.5%程度以下の信濃川地域においては，1m以上の地盤変位発生の有無

は，深度20mまでに液状化層が１層しか存在しない場合，筆者らが液状化土を粘性流体とみなして導いた側方流動

量の半経験・半理論予測式2)のパラメータである 1NH (H: 液状化層厚， 1N : 液状化層の平均換算Ｎ値)の値により

概ね判別することができた．しかしながら，液状化層が複数層に分かれている場合は液状化層厚の単純な総和Hに

よって地盤変位量を十分説明することはできなかった．そこで，本研究では，表層および中間部の非液状化層の影

響を考慮した地表面変位量の理論算定式3)を，信濃川下流域の緩傾斜地盤における流動事例に適用し，1m以上の地

盤変位発生の有無の判別の指標となりうるか否かの検討を行った．

２．多層地盤における地表面変位量の理論算定式

　図１に示す地表面がθ 傾斜し液状化層がn層に分かれた多層地盤において，液状化土を一次元粘性流体とみなし，

液状化土がせん断力τによって定常状態で流動しているとすれば，液状化層第 i層

上面の流動速度Vsiは，以下のように表すことができる3)．
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上式において，τi , Hi , ρi , g, µI , σi は，それぞれ i層上面に作用するせん断力，液状

化層第 i 層の厚さ，i 層の密度，重力加速度，液状化土の割線粘性係数，i 層上面

における鉛直応力である．

　式(1)において，地盤の密度を近似的に一定(ρi =ρ)とすればi層上面における鉛直
応力は gh iH

iVi ρσ )( 2−= となり，式(1)は以下のように簡略化される．
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流動継続時間 t (s)が与えられれば，傾斜地盤において液状化層第 i 層上面の流動変位 Diは次式で表される．
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　液状化層に挟まれた非液状化層は下部の非液状化層に乗って剛体的に流動しているとすれば，地表面変位 Dは各
液状化層上面の変位の総和として次式で表される．
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　上式の粘性係数µi は鉛直応力の3/2乗に比例して増大することが重力場および遠心載荷場での流動実験4)によって

示されている．また，粘性係数が粒度の影響を考慮して補正した換算 N 値である aN (液状化層の平均 Na値)に比例

する仮定すれば， aiii Nh 2
3∝µ となる．従って地表面変位 Dは下式のように表される．

　　　　　　　　　　　　　　　 ( )∑∝ θaiii NhHD 21 (5)

図１　多層地盤のモデル
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３．傾斜地盤における事例への算定式の適用

 　(5)式を，信濃川下流域の緩傾斜地盤におけ

る流動事例に適用した．式(5)の右辺中，地表

面勾配θは，市街地など構造物が密集した地域

において正確に算定することが技術的に困難

であること，勾配θ の値が勾配を算定する水平

距離や方向など測定条件の違いに大きく依存

することから，本研究では，θ 以外のパラメー

タと地表面変位量との関係を検討した．図２

は，信濃川下流域(護岸部を除く)の緩傾斜地

盤における既往のボーリング調査地点の

( )∑ aiii NhH 21 と表層の非液状化層厚との関係

を，地表面変位が1m以上の地点と1m未満の地

点に区別して示した．ここで，液状化層厚の

推定は1996年版道路橋示方書によっており，

その際の水平震度は0.2とした．液状化層が単

層の場合は ( )∑ aiii NhH 21 が0.2～0.3程度を境

に地表面変位が1m以上と未満を明確に区別で

きる．また，液状化層が複数層存在する場合

も単層の場合に比べて多少のばらついている

ものの同様な傾向が認められ， 1NH を用い

た場合1)よりもばらつきは改善されている．

　1983年日本海中部地震の際の能代市におけ

る流動事例に対しても図２と同様な図を作成

した結果を図３に示すが，新潟市ほど明瞭な

傾向は認められない．図３のばらつきの原因

として，能代市の場合，1m以上の地盤変位が

発生した地域において，深度20mに達するボー

リング資料が極めて少ないため，やむを得ず

液状化判定対象層を深度10mまでに限定した

こと，また能代市の検討対象地域が起伏に富

んだ地形であるため地表面勾配θの影響が大きかったことなどが考えられる．

４．まとめ

　表層および中間の非液状化層厚の影響を考慮したパラメータ ( )∑ aiii NhH 21 を新潟地震(新潟市)および日本海中

部地震(能代市)の事例に適用した結果，新潟地震の事例に関しては，1m以上の地表面変位発生の有無を区別するこ

とができたが，日本海中部地震に関しては明確に判別することはできなかった．この原因としては，能代市の場合

検討対象深度が10mと浅かったこと，地表面勾配の影響を考慮しなかったことが挙げられる．今後，勾配の影響も

含めてさらに検討を行う予定である．
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　　　(a) 液状化層が単層の地点　　　(b) 液状化層が複数存在する地点

図２ 新潟市における ( )∑ aiii NhH 21 と表層の非液状化層厚との関係

　　(a) 液状化層が単層の地点　　　　(b) 液状化層が複数存在する地点

図３ 能代市における ( )∑ aiii NhH 21 と表層の非液状化層厚との関係
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